
 

  

平成２７年度事業評価（二次評価）について 

 

  事業のＰＤＣＡサイクルの確立、限られた行政資源の有効活用、職員の資質向上等を図るこ

とを目的に平成２７年度事業評価を実施 

 

１ 評価対象事業 

平成２６年度当初予算全事業（法定受託事務、公債費、予備費、積立金は除く） 

※例年、事業評価は当年度実施中の事業について行うが、今年度は第七次総合計画後期計

画（平成２２～２６年度）の総括として施策評価と一体的に実施するため、第七次総合

計画の配下である２６年度事業について評価を行う。 

 

２ 評価事業数 

  ７１６事業 

 

３ 評価の区分 

Ⅰ 維持・改善    次年度も引き続き事業継続するもの 

実施手法などを改善しながら事業を継続するもの 

 

Ⅱ 拡大       予算も含め事業規模を拡大するもの 

 

Ⅲ 縮小       予算も含め事業規模を縮小するもの 

 

Ⅳ 廃止の検討    必要性や成果が低く、廃止を検討するもの 

 

Ⅴ Ｈ２６完了    ２６年度で事業が完了したもの 

 

  Ⅵ H２７完了予定  ２７年度で事業が完了する予定のもの 

 

４ 評価結果 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 計 

一次評価 486 12 6 4 206 ２ 716 

二次評価 482 13 8 ５ 206 ２ 716 

※一次評価・・・担当課による評価 

※二次評価・・・担当課による評価をふまえた、企画課・総務課・財政課による評価 

 

 

※各評価シートの指標の達成率については、減少する方向に進むことが好ましい指標である場合は空欄としてい

る（例：年間電力使用量、火災件数等） 


